
 

国土強靱化 民間の取組事例 259   初動体制の構築 

自分を守る！ ▶初動体制の構築 02 役割やルールを決める 

259 漁民による漁民のための漁船避難のルールづくり 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

根室市落石漁業協同組合 
国立大学法人群馬大学 
株式会社ドーコン 
【平成 27 年】 

7460405000022 

9070005001680 

5430001021765 

その他事業者 
【漁業】 

北海道 

1 取組の概要 

  過去の津波では、命の危険を顧みず、漁船を沖出しし、津波を乗り切った船がある一方、転覆

により犠牲となった人もいる。「災害に強い漁業地域づくりガイドライン（水産庁）」（平成 18

年３月）では、港内漁船の沖出しは原則禁止とされているが、同ガイドライン公表後も漁船の

沖出しが後を絶たない状況にある。 

 根室市落石漁業協同組合では、海底地形や沿岸地形、漁業形態等、地域の特性を踏まえた漁船

避難ルールの作成が不可欠と考え、群馬大学片田敏孝教授及び株式会社ドーコンと連携し、漁

業者の実情を踏まえた漁船避難ルールの作成に着手した。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 漁民の主体的な意見に基づく検討 

 津波が襲来した際に漁船を沖出しするか否かの判断は、漁民の命にとって極めて重大な事項で

ある。このため同漁協では、漁船避難ルールを決める際には、漁民自ら検討し決定する必要が

あると考え、同組合に所属する漁民から構成される

漁民ワーキンググループ（以下、漁民 WG）を

結成し、津波襲来危険時における漁船の避難ル

ールの検討を行った。 

 漁民 WG では、群馬大学片田敏孝教授と株式会

社ドーコンの協力のもと、津波現象や津波情報

に対する正しい知識を提供するとともに、漁民

自ら主体的に検討する必要性を促した。具体的

には、気象庁の津波警報区分に応じた避難海域

や津波到達までの残り時間に応じた漁船の沖出

し可否を検討し、漁民の滞在場所や漁船の種類

に応じた具体的な判断基準を導き出した。 

 なお、避難ルール策定にあたって、実効性を担保するため、様々な種類の漁船が参加する沖出

し訓練を実施し、避難海域までの所要時間と漁船沖出し時の課題を把握した。 

 
 

▲漁民を通じた漁業地域づくりの取組 
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3 取組の平時における利活用の状況 

  同漁協では、今後の大規模地震災害に備えて、平時から漁民の理解を促すとともに有事に活用

できるよう漁船避難ルールのリーフレットを作成し、利便性を向上させている。各家庭で日頃

から参照可能なように「自宅版」を作成するとともに、船上でも確認できるよう「漁船用」も

準備し、漁業者へ配布している。 

      

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  同漁協では、本取組の結果、東日本大震災時には漁民の適切な対応行動が実現された。具体的

には、港内漁船の沖出しは、約 86%の漁民が水深 50m 以上の海域へ沖出し、最大波到達前に

港内係留のほぼ全漁船が沖出し、大津波警報が解除されるまで沖合に待機していた。 

 漁民の家族を含む地域住民の避難率は他地域に比べ大幅に高かった。隣接自治体における避難

率は約 45%、根室市内他地域の避難率約 28%に対し、漁民の家族を含む落石地区住民の避難

率は約 80%となっている。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  漁民 WG の内容は、漁民から漁民の家族、その友人・知人に伝わっており、漁民を起点に地域

全体に大規模地震災害時における適切な対応の重要性についてのコミュニケーションが活性化

されている。 

 同取組を通して、海上通信インフラ等の見直しといった根本的な課題に対応した結果、平時に

おける業務において、船上と陸上の連絡が容易になり、係留作業や漁港への搬送がスムーズに

なるなど漁業の効率化につながった。 

 

 

 

▲漁船避難ルール（自宅用・A3 版） ▲漁船避難ルール（漁船用・A4 版） 
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6 現状の課題・今後の展開など 

  東日本大震災時には、本取組の効果を実感することができた一方で、避難率は 100%ではなか

ったこと、隣接自治体の避難率が低かったことから、本取組を地域全体に浸透するとともに隣

接地域にも波及する取組を検討している。 

 

7 周囲の声 

  漁民たちのこれまでの経験に基づく避難対策を、漁民たち独自によってまとめ、漁民が自発的

に共通理解ものと避難が行える体制が構築できていることは、災害時の被害を最小限化できる

取組である。（防災関係団体） 
 

 

 


